
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

令和３年８月定例月議会 
 
 
 
 
 

議  案  説  明 

 



 



 - 3 - 

議案第２５号 令和３年度四日市市一般会計補正予算（第５号）  

 

ただいま上程されました議案についてご説明申し上げます。  

議案第２５号は、本市一般会計補正予算第５号案であります。 

補正の内容は、現職知事の退職申出に伴い、令和３年９月１２日執

行予定の三重県知事選挙に関連する経費を計上しようとするもので

す。 

歳入歳出予算につきましては、４，６１３万５千円の増額で、補正

後の予算額は、１,２４４億８，０８０万円となります。 

歳入につきましては、県知事選挙費委託金などの県支出金を計上す

るとともに、財政調整基金繰入金の減額補正を行い、収支の均衡を図

りました。 

どうかよろしくご審議いただき、議決賜りますようお願い申し上

げます。 
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議案第２１号 令和２年度四日市市一般会計及び各特別 

       会計等の決算認定について          から 

議案第２４号 令和２年度四日市市下水道事業における  

利益の処分及び決算認定について        まで 

        及び 

議案第２６号 令和３年度四日市市一般会計補正予算（第６号） から 

議案第３４号 市道路線の認定について            まで 

        並びに 

報告第８号  四日市市土地開発公社の経営状況及び 

       清算結了について              から 

報告第１０号 議決事件に該当しない契約について      まで 

 

ただいま上程されました議案及び報告についてご説明申し上げま

す。 

議案第２１号は、令和２年度四日市市一般会計及び各特別会計等の

決算認定についてであります。  

令和２年度の当初予算編成にあたっては、令和の新時代を切り拓く

新しいまちづくりに向けて、総合計画に位置付けた重点的横断戦略プ

ランや推進計画事業に重点的・集中的な予算配分を行うとともに、新

総合計画のスタートに合わせ、多くの新規・拡充事業を盛り込んだ積

極的な予算編成を行い、過去２番目の規模となる１，１９９億円を計

上しました。 

しかし、新型コロナウイルス感染症の感染拡大によって社会・経済

の状況が一変し、日本全国で人や物の動きが停滞する中で、事業活動

等を縮小せざるを得ないことから、急激な景気悪化に見舞われること

となりました。 

本市でも、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止や中小企業等
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への事業継続支援を行うため、国民一人につき１０万円を給付する特

別定額給付金を含む、補正予算を５月開会議会に上程したほか、その

後も国の交付金配分を待つことなく、先行して財政調整基金繰入金を

計上することにより、本市独自の緊急支援策を含む補正予算をその都

度編成するなど、機動的な財政運営に努めたところです。  

このような一般会計補正予算第１０号までに及ぶ予算執行の結果、

本市の令和２年度一般会計決算は、歳入総額が前年度と比較して２４．

５％の増で１，６０１億６，２３８万４，１３５円、歳出総額が前年

度と比較して２３．９％の増で１，５２６億８，９７０万６，５７８

円となり、新型コロナウイルス感染症への対応に係る歳入・歳出の増

加によって、過去最高額を大幅に更新しました。  

 

歳入の構成比につきましては、市税が４５．９％、次いで国庫支出

金３２．６％、県支出金４．９％、地方消費税交付金４．４％の順で

続いております。 

歳入のうち、市税は、固定資産税のうち償却資産の減価償却が進ん

だほか、法人税割の税率引き下げに加え、新型コロナウイルス感染症

の影響により多くの業種で業績が悪化した結果、市税全体で７３５億

５，４８１万２，００４円、前年度と比較すると５．１％の減となり

ましたが、引き続き７００億円を超える高い水準にあります。  

国庫支出金は、国民一人につき１０万円を給付した特別定額給付金

事業費補助金や新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

などにより、前年度と比較して１９８．０％の大幅な増となったほか、

県支出金についても、畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業費補

助金や基幹統計調査費委託金などの増により、前年度と比較して４．

８％の増となりました。  

繰入金は、財政調整基金繰入金や学校施設整備基金繰入金などの減
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により、前年度と比較して５８．９％の減となったほか、市債につい

ても、義務教育施設整備事業資金や社会体育施設整備事業資金などの

減により、前年度と比較して５１．０％の減となりました。  

また、一般会計の収入未済額につきましては、令和２年度中に不納

欠損処分に付した７，９８５万７，５３３円を除き、市税その他を合

わせた額が１６億９，４１７万２，４４１円となり、前年度から５，

１０８万２，５５１円の増となりました。  

市税収納率につきましては、新型コロナウイルス感染症の影響によ

る特例の徴収猶予１５３件、２億８９４万２千円などにより、前年度

と比較して０．２％減の９８．２％となっております。  

 

次に、歳出につきましては、目的別の主な構成比として、総務費が

３３．０％を占め、次いで民生費２９．６％、土木費１１．１％、衛

生費７．５％と続いており、特に、総務費は、特別定額給付金給付事

業費などの増によって、前年度の構成比２０．３％から１２．７ポイ

ントの大幅な増加となっております。  

性質別の主な構成比は、人件費が１３．８％、扶助費が１８．４％、

公債費が４．４％、これらを合計した義務的経費は全体の３６．６％

を占める一方、投資的経費にあたる普通建設事業費及び災害復旧事業

費は１１．１％を占めております。  

性質別に前年度と比較しますと、人件費は、会計年度任用職員制度

の開始などにより４１億３９８万３千円増加して２４．３％の増、扶

助費は、ひとり親世帯等に対する臨時特別給付金の給付などの増によ

り１５億５，３６１万５千円増加して５．８％の増、公債費は、過去

に発行した市債の償還終了に伴い、６億２０２万９千円減少して８．

２％の減となり、これらの義務的経費の総額５５８億６，６４１万７

千円は、前年度と比較して５０億５，５５６万９千円増加し、９．９％
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の増となりました。  

一方、投資的経費のうち、普通建設事業費１６５億１，４８４万４

千円は、三重とこわか国体・三重とこわか大会に向けた運動施設整備

などの大規模投資の終了により、前年度と比較して５６億９，０５９

万９千円減少し、２５．６％の減となりました。  

また、歳入決算額から歳出決算額を差し引いた形式収支額は、７４

億７，２６７万７，５５７円となり、翌年度へ繰り越すべき財源２９

億６，０４６万４，０３１円を差し引いた実質収支額は、４５億１，

２２１万３，５２６円となり、前年度と比較して１８億９９８万１，

９５０円増加しました。  

なお、翌年度への繰越額は、年度内に事業完了が見込めないものに

加え、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費５億９，８７

７万８千円などの国の補正予算分を繰越したもので、合わせて６８件

で５０億４，８７６万２，４２５円であります。  

 

次に、特別会計の決算状況につきましては、全ての特別会計で実質

収支額が黒字となり、その内訳は競輪事業特別会計で１５億６，４３

６万１，５０３円、介護保険特別会計で１１億３，８８６万１，３５

８円などとなっております。  

また、一般会計、各特別会計及び桜財産区を合計した決算額は、歳

入総額２，３６６億５，２３５万８，１６４円、歳出総額２，２６０

億２，６１２万１，０９０円となりました。  

形式収支の総額は１０６億２，６２３万７，０７４円で、事業繰越

しによる翌年度へ繰り越すべき財源２９億６，０４６万４，０３１円

を差し引いた実質収支の総額は７６億６，５７７万３，０４３円とな

り、前年度と比較して２２億７，８３５万１，３６９円の増となって

おります。 
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次に、令和２年度決算から本市の財政状況について、ご説明申し上

げます。 

令和２年度の財政力指数につきましては、単年度では１．１７５と

なり、前年度と比較して０．１６４ポイントの減少に転じたものの、

３ヶ年平均では０．０４３ポイント増加して１．２１５となり、平成

２８年度から引き続き交付税の不交付団体を維持しております。  

経常収支比率につきましては、前年度と比較して３．３ポイント上

昇し、７８．１％となりました。令和元年度の中核市平均９２．８％、

施行時特例市平均９２．７％と比較すると、本市は財政構造の弾力性

が高く、良好な水準を保っております。  

また、令和２年度末の市債残高は、交付税措置のない市債の発行を

抑制したことなどから、一般会計で前年度と比較して４６億円減少し

て４８７億円となり、また、特別会計及び企業会計を含めた全会計の

市債残高も前年度と比較して６０億円減少して１，５０７億円となり、

平成１６年度末の２，４８０億円をピークに減少傾向が続いておりま

す。 

さらに、令和２年度末の基金残高は、一般会計で前年度より２６億

円増加して４３８億円となり、また、特別会計や土地開発基金を含め

た全基金残高も前年度より２６億円増加して５４６億円となりまし

た。 

次に、財政健全化法に基づく健全化判断比率につきましては、実質

赤字比率、連結実質赤字比率が引き続き「赤字なし」となったほか、

実質公債費比率が前年度より１．７ポイント改善して２．５％となり、

将来負担比率が前年度より７．７ポイント改善してマイナス１８．

８％に達しました。引き続き、いずれの比率でも基準未満の健全な水

準を保っております。  
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公営企業の資金不足比率につきましては、地方公営企業法適用の水

道事業、市立四日市病院事業、下水道事業、また、地方公営企業法非

適用の食肉センター食肉市場、農業集落排水事業、いずれの会計にお

いても引き続き「赤字なし」であり、経営健全化基準未満となってお

ります。 

なお、当年度純損失を計上した市立四日市病院事業につきましても、

資金不足は生じておりません。  

以上が、令和２年度四日市市一般会計及び各特別会計等の決算の概

要であります。 

 

さて、新型コロナウイルス感染症につきましては、感染力の強いデ

ルタ株への置き換わりが進む中、国内の新規感染者数が過去最多を連

続して更新するなど、今だ収束の見通しがつかない状況にあり、８月

２０日から９月１２日までの間、「まん延防止等重点措置」の対象地

域に三重県が追加されたところです。  

本市でも、第４波のピークを越えて第５波の感染拡大が続く非常事

態にあるという認識のもと、感染防止対策やワクチン接種において臨

機応変に対応していくため、令和３年度の６月補正予算で７億円を増

額した予備費１０億円を活用するなど、今後も引き続き、機動的な財

政運営に努めてまいります。  

なお、現在も、保健所の感染防止対策や医療体制の確保、ワクチン

接種率の向上に総力を挙げて取り組みつつ、来月には、三重とこわか

国体・三重とこわか大会の開催等を控えており、本市にとっても、ま

さに正念場を迎えております。  

市議会におかれましても、どうか、ご理解とご協力を賜りますよう、

お願い申し上げます。  

 



 - 10 - 

つづきまして、補正予算案について、ご説明申し上げます。  

議案第２６号は、本市一般会計補正予算第６号案であります。 

補正の主な内容は、一般会計において、マイナンバーカードの交

付体制の強化や取得の促進を図るため、臨時交付窓口のじばさん三

重への移設拡充やコールセンター増強、ショッピングセンターにお

ける申請サポートなどの増額補正を行うほか、近鉄四日市駅周辺等

整備事業について、国補助内示に伴う減額補正及び事業再編を行う

とともに、国のバスタ事業との区分が明確化されたことに伴い、地

下埋設物移転費用等の増額補正を行おうとするものであります。 

そのほか、スマートシティ構築促進補助金について、ZEH（ゼッチ

＝ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）等の見込みを上回る申請増

加に伴い、地球温暖化対策事業費の増額補正を行うほか、国補助内

示に合わせて、道路・橋梁、準用河川など、各補助事業費の減額補

正や、楠漁港の海岸堤防改修工事に係る経費の増額補正などを行っ

ており、これらの歳入歳出予算のほか、債務負担行為及び地方債の

補正を行っております。 

歳入歳出予算につきましては、１０億４，６２３万６千円の増額

で、補正後の予算額は、１,２５５億２，７０３万６千円となります。 

以下、歳出各款にわたり、補正の主な内容についてご説明申し上

げます。 

第２款 総務費は、番号制度関連経費や文化会館等管理運営費な

どの増額補正、旧三重ソフトウェアセンターや地区市民センターの

施設管理運営費の減額補正であります。 

第３款 民生費は、地域生活支援事業体制強化事業費の増額補正

であります。 

第４款 衛生費は、地球温暖化対策事業費や検診事業費の増額補

正であります。 
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第６款 農林水産業費は、海岸保全施設整備事業費の増額補正で

あります。 

第７款 商工費は、三重北勢地域地場産業振興センター運営費の

増額補正であります。 

第８款 土木費は、街路単独事業費の増額補正、準用河川改修事

業費などの減額補正であります。 

第１０款 教育費は、小中学校の大規模改修事業費の増額補正で

あります。 

以上、歳出につきまして概要をご説明申し上げましたが、歳入に

つきましては、個人市民税や地方特例交付金の増額補正を行うほか、

国庫支出金、県支出金や市債などの歳出各款に関する特定財源を補

正するとともに、歳入歳出の収支差については、財政調整基金繰入

金の減額補正によって収支の均衡を図りました。  

また、債務負担行為につきましては、地域維持型道路・河川等維

持修繕業務委託費などの追加や、事務用機器等運用経費などの変更

を行っております。 

次に、議案第２７号は、下水道事業会計の補正予算案であり、平

成３０年１１月に発生した水路転落事故の損害賠償金等を計上して

おります。 

 

つづきまして、条例その他の議案等についてご説明申し上げます。 

 議案第２８号 なや学習センター条例の一部改正につきましては、

なやプラザ館内全域でＷｉ－Ｆｉ環境が整備されたことから、パソコ

ンの使用を前提とした工学演習室を他の会議室と同様の取扱いとす

るため、利用料金に係る規定を整備しようとするものであります。  

議案第２９号 工事請負契約の締結につきましては、市指定文化財

「旧四郷村役場」復原・修理ほか工事について、請負契約を締結しよ
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うとするものであります。  

 議案第３０号及び議案第３１号は、いずれも動産の取得議案であり

まして、大型化学消防ポンプ自動車及び泡原液搬送車をそれぞれ取得

しようとするものであります。  

議案第３２号及び議案第３３号は、いずれも公有水面の埋立てに係

る意見についてでありまして、議案第３２号は、四日市港管理組合か

ら提出された公有水面埋立承認申請に関し、議案第３３号は、国土交

通省中部地方整備局から提出された公有水面埋立承認申請に関し、そ

れぞれ四日市港港湾管理者から意見を求められたことに対して、異議

のない旨を回答しようとするものであります。  

議案第３４号 市道路線の認定につきましては、道路法に基づき、

開発行為によるときわ６８号線ほか７路線の認定を行おうとするも

のであります。 

報告第８号につきましては、令和３年７月７日をもって、四日市市

土地開発公社の清算が結了したことから、地方自治法及び同法施行令

の規定に基づき公社の決算について報告するものであります。  

 報告第９号につきましては、地方自治法第１８０条第２項の規定に

基づき、１３件の専決処分事項を報告するものであります。  

 報告第１０号につきましては、議決事件に該当しない契約についての

報告に関する条例に基づき、１件の契約を報告するものであります。 

 以上が各議案及び報告の概要であります。  

 どうかよろしくご審議いただき、議決賜りますようお願い申し上げま

す。 
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〔上下水道事業管理者説明〕  

 

議案第２２号  令和２年度四日市市水道事業における利益の処分

及び決算認定についてご説明申し上げます。  

決算報告書の収入及び支出につきまして、収益的収入の決算額は  

８０億９５２６万６８６０円、収益的支出の決算額は６９億５７４６

万３０６５円となりました。 

資本的収入の決算額は９億５９５４万６４０円、資本的支出の決算

額は４０億８０３万１６３５円となり、資本的収入額が資本的支出額

に対して不足する額３０億４８４９万９９５円は、当年度分消費税及

び地方消費税資本的収支調整額、減債積立金、過年度分損益勘定留保

資金並びに当年度分損益勘定留保資金で補填しました。  

損益計算書につきましては、収益７５億３９３６万４０６９円、費

用６６億２１６７万６９８４円となり、差し引き９億１７６８万７０

８５円の当年度純利益が生じました。  

剰余金計算書の資本剰余金につきましては、当年度において発生し

なかったことから、当年度末残高は９６５２万３２３円となりました。 

利益剰余金は、当年度純利益の９億１７６８万７０８５円のほか減

債積立金を取り崩した１０億１１４５万６８４９円を合わせた１９

億２９１４万３９３４円が未処分利益剰余金となりました。  

この未処分利益剰余金につきましては、剰余金処分計算書（案）に

おいて、当年度純利益の未処分利益剰余金９億１７６８万７０８５円

を企業債の償還に充てるため、減債積立金に積み立てるものでありま

す。 

議案第２２号の利益の処分は、減債積立金を取り崩した１０億１１

４５万６８４９円を資本金に組み入れることにつきまして議決をお

願いするものであります。  
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貸借対照表につきましては、資産総額４６８億１３１０万１９７９

円、負債総額１９８億６３０５万９９３４円、資本総額２６９億５０

０４万２０４５円となりました。 

次に、経営状況につきましては、収入では給水収益が、新型コロナ

ウイルス蔓延に伴う経済的支援策として令和２年６月から１１月ま

で水道料金の基本料金減免を行った影響などから減収となる一方、そ

の減収補てんとして一般会計から他会計補助金を繰入れたことから

増収となりました。また費用では、受水費、企業債利息、動力費など

が減少したものの、工事請負費、委託料、人件費、修繕費などが増加

したことから、純利益は前年度より減益となりました。  

次に整備事業の概要についてご説明いたします。将来にわたって安

全で良質な水道水を安定して供給していくため、四日市市水道ビジョ

ン２０１９及び四日市市水道事業経営戦略を基本とした第三期水道

施設整備計画に基づき施設整備を進めました。  

主な事業としましては、大規模地震発生時において水道施設への被

害を低減し、市民生活への影響を最小限に抑えることを目的として、

導送水管及び大口径の配水管などの基幹管路２０９１ｍを布設替し、

耐震化しました。 

次に、次世代に健全な施設を引き継ぐため、経年管布設替事業とし

て、市内一円の経年管路８４６５ｍを布設替し、経年施設更新事業と

して、水源管理センター中央監視設備工事等を実施しました。  

今後も水道施設の耐震化や更新事業を推進することから建設投資

の増加が見込まれますが、引き続き健全経営を維持しながら、安全で

良質な水道水の安定供給に一層努めてまいります。  

 

続きまして、議案第２４号 令和２年度四日市市下水道事業におけ

る利益の処分及び決算認定についてご説明申し上げます。  
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決算報告書の収入及び支出につきまして、収益的収入の決算額は  

１６１億６３０２万８３９４円、収益的支出の決算額は１３７億８４

２３万３９４８円となりました。 

資本的収入の決算額は８５億５５９９万５２８６円、資本的支出の

決算額は１５５億６４３２万７１８５円となり、資本的収入額が資本

的支出額に対して不足する額７０億８３３万１８９９円につきまし

ては、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額、減債積立金、

当年度分損益勘定留保資金並びに当年度未処分利益剰余金処分額で

補填しました。 

損益計算書につきましては、収益１５５億１７２６万１４８０円、

費用１３６億５５３万５５１１円となり、差し引き１９億１１７２万

５９６９円の当年度純利益が生じました。  

剰余金計算書の資本剰余金につきましては、前年度末残高２１億  

４６８８万２６０８円、当年度発生高２４４万７９８０円で、当年度

末残高は２１億４９３３万５８８円となりました。 

利益剰余金は、当年度純利益の１９億１１７２万５９６９円のほか

減債積立金を取り崩した１７億２４３４万９３３８円を合わせた 

３６億３６０７万５３０７円が未処分利益剰余金となりました。  

この未処分利益剰余金につきましては、剰余金処分計算書（案）に

おいて、当年度純利益の未処分利益剰余金１９億１１７２万５９６９

円のうち１６億２０３８万７２０７円を企業債の償還に充てるため

減債積立金に積み立てるものであります。  

議案第２４号の利益の処分は、減債積立金を取り崩した１７億２４

３４万９３３８円及び当年度純利益のうち資本的収入額が資本的支

出額に不足する額に補てんした２億９１３３万８７６２円を資本金

に組み入れることにつきまして議決をお願いするものであります。  

貸借対照表につきましては、資産総額２３７８億２４２４万７８６
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８円、負債総額１７４４億９６３３万４０２４円、資本総額６３３億

２７９１万３８４４円となりました。 

経営状況につきましては、収入では下水道使用料は、整備区域の拡

大による水洗化人口の増加及び新型コロナウイルス蔓延に伴う影響

等から戸当たり水量が増加したことにより、増加となりました。また、

減価償却費などの資本費の増加に伴い汚水事業の繰入金である他会

計補助金が増加したことから増収となりました。 

なお、平成３０年４月の下水道使用料改定前に比べ増収した１０億 

８０３７万４０３４円により、建設改良事業の進捗を一層図るととも

に、汚水事業の繰入金であります他会計補助金を２億４０４９万７０

００円減額することができました。  

費用につきましては、修繕費、動力費、工事請負費、企業債支払利

息が減少したものの、北勢流域下水道維持管理負担金が増加したこと、

新富洲原ポンプ場包括委託に伴い委託料が増加したこと、ポンプ場及

び処理場の設備更新に伴い減価償却費が増加したことなどから増加

となりました。その結果純利益は前年度より増益となりました。 

次に事業の概要についてご説明いたします。  

まず、雨水対策事業につきましては、「雨に強いまちづくり」を進

めるため、市街化区域における総合的な治水対策の一環として、令和

４年度の供用に向けて浜田通り貯留管の整備を進めました。また、吉

崎ポンプ場については、令和２年６月に全面供用を開始しました。さ

らに朝明ポンプ場や白須賀ポンプ場などの既存施設についても設備

更新工事を進めました。  

汚水対策事業につきましては、「生活環境の向上」及び「川や海な

どの公共用水域の水質保全」を図るため、四日市市生活排水処理施設

整備計画及び四日市市下水道事業経営戦略に基づき、汚水管渠の整備

を進め、７７４２ｍの汚水管整備を行いました。処理区域内人口は前
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年度に比べ、２３５３人増加し２４万８４３６人となり、人口普及率

は前年度に比べ１．０ポイント向上し８０．０％となりました。管布

設後の経過年数の長い管渠の更生や既存施設の耐震化及び更新につ

いても取り組みました。日永浄化センターにつきましては、第２系統

送風機電気設備更新工事及び第２系統終沈Ｎｏ．５～８スカムスキマ

ー更新工事などを行いました。  

併せて、公共下水道への未接続解消を重要課題と捉え、平成３０年

度に策定した「四日市市公共下水道接続指導要綱」に基づき、職員に

よる訪宅を延べ４９０６戸に対して行い、水洗化率の向上に努めまし

た。 

今後につきましても、雨水対策事業につきましては、市民の大切な

財産を守るため、令和３年度に策定の雨水管理総合計画に基づき事業

の進捗を着実に進めてまいります。また汚水対策事業につきましては

市街化区域の下水道整備概成を令和７年度末目標として未普及地域

の解消を図るとともに、施設の長寿命化・耐震化を着実に進めてまい

ります。併せて公共下水道への未接続家屋の解消を重要課題と捉え水

洗化率の向上を図るとともに、収納率の向上により収益の確保を図り

ながら、引き続き経費節減にも努めてまいります。  

以上が水道事業及び下水道事業の決算の概要であります。  

人口減少や節水型社会の進展など、水需要の増加が見込めない厳し

い経営環境は、今後も続くものと思われますが、安全で良質な水を安

定的に供給してまいります。また、公共用水域の水質保全に努めると

ともに、「雨に強いまちづくり」を進め、市民生活や都市活動を支え

る重要なライフラインとしての上下水道事業が将来にわたって継続

できるよう、上下水道事業全体を一体として管理しながら、経営改

善・合理化を着実に進めることで、健全経営に取り組んでまいる所存

であります。 
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〔病院事業管理者説明〕  

 

議案第２３号  令和２年度市立四日市病院事業決算認定について

ご説明申し上げます。  

決算報告書の収入及び支出につきまして、収益的収入の決算額は、

２１８億３６６１万１２５４円、収益的支出の決算額は、２２１億７

１０９万９２８１円となりました。 

資本的収入の決算額は、１５億８３９万５１１３円、資本的支出の

決算額は、２５億９６３６万８９７０円となり、資本的収入額が資本

的支出額に対して不足する額、１０億８７９７万３８５７円につきま

しては、過年度分損益勘定留保資金並びに当年度分消費税及び地方消

費税資本的収支調整額で補填いたしました。 

損益計算書につきましては、収益２１７億８７７９万６９８円、費

用２２１億３５５３万８６０６円となり、差引き３億４７７４万７９

０８円の当年度純損失を生じました。 

剰余金計算書の利益剰余金につきましては、前年度繰越欠損金１２

億４１０４万４５８６円に当年度純損失３億４７７４万７９０８円

を差し加えた結果、当年度未処理欠損金は１５億８８７９万２４９４

円に増加しました。  

欠損金処理計算書につきましては、当年度未処理欠損金１５億８８

７９万２４９４円を翌年度へ繰り越すものであります。  

貸借対照表につきましては、資産総額３０８億５１６１万９１１４

円、負債総額１６１億２２４５万７７８７円、資本総額１４７億２９

１６万１３２７円となりました。 

次に事業概要についてご説明いたします。令和２年度は、新型コロ

ナウイルス感染症の流行拡大に伴う受診控えなどから患者数が大幅

に減少し、当院の経営は厳しい状況が続きました。  
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延べ利用患者数につきましては、入院が１４２，４４７人、外来が

３７０，２９９人となり、前年度と比較しますと、入院では９，４５

５人、外来では３４，１３２人の減少となりました。 

 収益的収入では、入院収益、外来収益ともに診療単価が上昇したも

のの、患者数が減少する中で医業収益は減少しましたが、新型コロナ

ウイルス感染症対応関係補助金の交付を受け、医業外収益が増加した

ことにより総収益は増加しました。一方、収益的支出では、給与費が

看護師などの職員数の増により増加、材料費が高度な医療の提供に伴

う診療材料等の増により増加、経費が高度な医療機器導入に伴う保守

委託料等の増により増加したことにより総費用も増加しました。これ

らの結果、費用の増加が収益の増加を上回り、当年度純損益は前年度

に続いて赤字を計上しました。  

 施設整備につきましては、重症患者や手術後等の患者に対する管理

機能の強化を目的とした、ＩＣＵの拡張（８床から 10床に増床）やＨ

ＣＵのＩＣＵ隣への移転拡張（４床から16床に増床）の改修工事が完

了しました。また、高度急性期病院として患者に安全、安心で質の高

い医療を提供するため、救命救急センターのＭＲＩ装置やＩＣＵ・Ｈ

ＣＵの医療機器の更新を行い、医療機能の強化を図りました。加えて、

施設の環境改善、院内安全対策として、敷地内道路・歩道の舗装工事

や標識の更新など正面玄関周辺を整備するとともに院内サインの整

備を行いました。 

 さらに、昭和53年の移転新築以降、未改修のままである老朽化した

配管・配線類をはじめとする機械・電気設備のインフラ更新等に併せ

て、未改修となっている薬局、中央検査室、中央放射線室の３部門の

改修および新たに入退院支援部門を設置する施設整備事業に着手し、

基本計画策定と基本設計を実施しました。 

 救急医療、高度医療などの急性期医療のニーズへの対応を継続・充
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実させていく上で医療従事者の確保が必要ですが、患者数が減少傾向

となる中で、人件費の負担のバランスなど、収支改善のためには様々

な課題があります。また、令和元年度から続くコロナ禍において、収

益が減少していることから、今後も極めて厳しい病院運営を強いられ

ることが想定されます。 

 こうした中、当院は今後も安全、安心で良質な医療を提供し続ける

ため、第四次中期経営計画に基づいて、医療機能の分化を図りつつ地

域の医療機関や関係機関との紹介・逆紹介などの連携強化を進め、健

全経営に努めて参ります。  

 


